
基準価額の推移
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騰落率

業種別組入状況

組入上位10銘柄

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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ファンド

ベンチマーク

組入銘柄数 ： 83 銘柄

98.4%
98.4%
0.0%

市場別組入比率

先 物
株 式 現 物

組 入 比 率

分配金実績（1万口当たり、税引前）

2023年11月20日

3年 設定来

5.43%

ファンド概況

原則として、11月20日
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基準日:2026年1月30日

2003年10月31日35,702円

15.3億円

決算日 分配金

2020年11月20日

2021年11月22日

2022年11月21日

0円

0円

0円

決算日

5.16%

0.74%

0.82%

17.21%

15.80%

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年

38.13%

38.28%

37.52%

55.39%

541.76%

874.34%

2.07%

比率

14.48%

13.24%

4.49%

3.97%

2.03%

市場

香港・その他

香港・その他

香港（Ｈ株）

香港・その他

香港（Ｈ株）

香港・その他

香港（Ｈ株）

深セン（A株）

香港・その他

香港・その他

3.21%

2.59%

2.41%

2.36%

コミュニケーション・サービス

業種

コミュニケーション・サービス

一般消費財・サービス

金融

その他

コミュニケーション・サービス

銘柄

テンセント・ホールディングス

アリババグループ・ホールディング

中国建設銀行

AMUNDI FUNDS CHINA NEW ENERGY Z3

ピンアン・インシュアランス

シャオミ

中国工商銀行

ジョンジー・イノライト

バイドゥ

ネットイース

金融

情報技術

金融

情報技術

※設定・解約のタイミングで100％を超える場合があります。
※株式現物には、投資信託証券が含まれます。

設定来累計 12,700円

2025年11月20日

分配金

0円

0円

0円

2024年11月20日

※比率は純資産総額に対する評価額比です。

※業種はMSCIの業種分類によるものです。

※AMUNDI FUNDS CHINA NEW ENERGY Z3は、投資信託証券です。

※比率は組入株式評価額計に対する評価額比です。

※業種はMSCIの業種分類によるものです。

※香港・その他は、香港（H株）、香港（レッドチップ）以外の香港株、投資信託証

券等を指します。

※比率は組入株式評価額計に対する評価額比です。

※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

※騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンドの騰落率であり、

実際の投資家利回りとは異なります。

※上記は過去の実績であり、将来を示唆または保証するものではありません。

※ベンチマークは、MSCIチャイナ インデックス（税引後配当込み、円換算ベース）です。設定日を10,000

として指数化しております。

※直近6期分の分配金実績です。

※分配金は過去の実績であり、将来を示唆または保証するものではありません。

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない

場合があります。

※基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。

基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬については、後記の「ファンドの費用」をご覧ください。

※上記は過去の実績であり、将来を示唆または保証するものではありません。
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＜ご参考＞市況動向

ファンドコメント（アムンディ・ホンコン・リミテッド）
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基準日:2026年1月30日
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※為替レートは、対顧客電信相場仲値です。

1月の中国株式市場は上昇しました。精彩を欠いた一連の高頻度データの発表にもかかわらず、貴金属鉱山銘柄が全般的に上昇したこと

や、インターネット分野におけるエヌビディアのAI（人工知能）用半導体の輸入の承認更新から得られる潜在的な利益などが好感されました。

一方で、スマートフォン・メーカーや電子製品メーカーは、投入コストの上昇が見込まれることや、売り上げの勢いが減速する可能性などが

嫌気されました。一方、資金の継続的流入は、中国の小型・中型株式全般への投機的な動きを引き起こし、その動きは商業航空宇宙産業

やAIアプリケーションなどのテーマ株へと広がりました。中国当局はこれに対し、投機的な資金の流入を抑制する目的で、個人投資家の最

低証拠金率を引き上げ、政府系ファンドなどもこれまで購入してきたETF（上場投資信託）を売却し、その流出金額の規模は過去最大を記

録しました。一方、香港では、不動産価格の力強いモメンタムが香港の不動産銘柄を下支えし、株式市場は大きく上昇しました。

当ファンドの基準価額は上昇しました。業種別では、一般消費財・サービスや金融の銘柄選択がプラスに寄与しましたが、資本財・サービ

スにおける銘柄選択や、情報技術における配分効果がマイナスに寄与しました。為替はマイナスに寄与しました。個別銘柄では、金鉱山

資産の運営および金採掘事業を行うズージン・ゴールド、半導体製品を製造・販売するフアホン・セミコンダクターや、産業用オートメーショ

ン製品およびインテリジェント製造ソリューションを手掛けるスプコン・テクノロジーズなどの大幅上昇はパフォーマンスをけん引しました。一

方で、オンライン旅行会社大手のトリップ・ドット・コム・グループや、太陽光発電専用パワーコンディショナーメーカーのサングロー・パワー・

サプライなどの下落は足かせとなりました。当月、主にオンライン旅行商品およびサービスを提供するトンチョン・トラベル・ホールディングス

などを全売却し、トリップ・ドット・コム・グループや、商業銀行の中国建設銀行、石油・ガス会社のペトロチャイナなどを一部売却しました。一

方で、リチウム製品を生産する専門メーカーのガンフォンリチウムなどを新規に組入れたほか、インターネット検索プロバイダーのバイドゥ

や、非鉄金属・金属鉱物の採掘・製造企業のシーエムオーシー・グループなどを買い増ししました。

中国株式に対する投資根拠や相対的に他市場をアウトパフォームする可能性は、比較的明確であると考えられます。中国は2025年前半

に米国が課した貿易制限による影響をそれほど受けずに済んでいるようです。中国のテクノロジーや資本財関連の企業は世界市場で存

在感を強めており、AIソリューションを米欧企業と比べ大幅に少ないコストや計算リソース（計算資源）で提供しています。また、エネルギー

貯蔵システムやEV（電気自動車）電池の製造といった分野における優位性を通じて、世界的なエネルギートランジション（移行）の領域にお

いて強固な地位を確立しつつあります。中国国内の投資家はここ5年間で積み上がった多額の家計過剰貯蓄の一部を国内の株式市場に

振り向け始めていますが、海外投資家は同市場にそれほど積極的ではありません。海外投資家は、グローバル株式ベンチマークにおける

中国のウェイトと比較して、中国株式を引き続き大幅にアンダーウェイトとしています。今後、中国企業の持つ優位性への認知度が高まり、

海外投資家によるアンダーウェイト幅が縮小することがあれば、中国株式市場のパフォーマンスを押し上げる可能性があります。とはいえ、

投資家は今後も引き続き、米中関係の推移、中国と台湾をめぐる今後の動き、中国政府が高頻度マクロ指標の継続的な減速や経済全体

に広がるデフレ傾向を反転させられるかどうか、そして中国企業が持つ潜在能力を堅調な業績の伸びにつなげられるかどうか、などを注

視していくものとみられます。

2026/1/30 ： 19.682026/1/30 ： 15,333.13
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※レッドチップ指数については、P.1で記載しているベンチマークであるMSCIチャイナ イン

デックス（税引後配当込み、円換算ベース）をご参照ください。

※基準日が休日の場合は、前日営業日のデータを使用しています。

※MSCIの各指数は、MSCI Inc.が開発した株価指数です。同指数に関する著作権、その他

知的財産権はMSCI Inc.に帰属しております。また、MSCI Inc.は、同指数の内容を変更する

権利および公表を停止する権利を有します。



　ファンドの目的

　ファンドの特色

①

②

③

　収益分配金に関する留意事項

●

●

●

　投資リスク

当資料のお取扱いについてのご注意
■当資料は、法定目論見書の補足資料としてアムンディ・ジャパン株式会社が作成した販売用資料であり、法令等に基づく開示資料で
はありません。■当ファンドの購入のお申込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時に
お渡しいたしますので、お受取りの上、内容は投資信託説明書（交付目論見書）で必ずご確認ください。なお、投資に関する最終決定
は、ご自身でご判断ください。■当資料は、弊社が信頼する情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性について弊社が保証する
ものではありません。また、記載されている内容は、予告なしに変更される場合があります。■当資料に記載されている事項につきまし
ては、作成時点または過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。また、運用成果は実際の投資家利
回りとは異なります。■投資信託は、元本および分配金が保証されている商品ではありません。■投資信託は値動きのある証券等に
投資します。組入れた証券等の値下がり、それらの発行者の信用状況の悪化等の影響による基準価額の下落により損失を被ることが
あります。したがって、これら運用により投資信託に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属いたします。■投資信託は
預金、保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関を通じてご購入い
ただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象とはなりません。■投資信託のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はあ
りません。
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・ファンドは、一般社団法人投資信託協会規則に定められている「特化型運用」を行うファンドに該当します。
　ファンドが投資対象とする中国の株式の中には、寄与度（市場の時価総額に占める割合）が10％を超える、もしくは超える可能
　性が高い銘柄（支配的な銘柄）が存在します。
・ファンドが当該支配的な銘柄に集中して投資することが想定されますので、当該支配的な銘柄の発行体に経営破綻や経営・
　財務状況の悪化等が生じた場合には、投資信託財産に大きな損失が生じることがあります。

分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相
当分、基準価額は下がります。

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。
また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合
があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

ファンドは、主として外国株式など値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります。）に投資しますので、
基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているものではありません。ファンドの基準価額の下落により、損
失を被り投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。なお、投資信託は預
貯金とは異なります。
基準価額の変動要因としては、価格変動リスク、カントリーリスク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスク等が挙げられ
ます。なお、基準価額の変動要因（投資リスク）はこれらに限定されるものではありません。また、その他の留意点として、
ファンドの繰上償還、特化型運用について、換金の中止、流動性リスクに関する留意事項等があります。詳しくは、投資信託
説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

＜お申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。＞

◆資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。◆

ファンドは、主として中国で事業展開を行う企業の株式に投資することにより、信託財産の中長期的な成長を目指した運用
を行います。

長期的な成長トレンドが予測される中国の企業に投資することで、高い収益を獲得することを目指します。
・中国の経済成長より高い成長が期待される企業に主に投資します。

売上の大半を中国大陸が占め、実質的な経営拠点が中国大陸にある中国関連企業を投資対象とします。
・ファンドは主として香港（Ｈ株、レッドチップ）、上海、深セン市場に上場する企業に投資します。
・グレーターチャイナ（中国、香港、台湾）市場はもとより、上記の条件を満たしているシンガポールやニューヨーク、ナスダック等中国
　以外の市場に上場している中国関連企業も対象となります。

・MSCIチャイナ インデックス（税引後配当込み、円換算ベース）※をベンチマークとして運用を行います。
・原則として為替ヘッジは行いません。
※MSCIチャイナ インデックスは、MSCI Inc. が開発した株価指数です。同指数に関する著作権、その他知的財産権はMSCI Inc.に帰属
しております。

アムンディ・ホンコン・リミテッドに運用指図の権限を委託します。
・グロース戦略を採用し、厳選された銘柄によるポートフォリオの構築を行います。
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　お申込みメモ
 

　ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

　委託会社、その他の関係法人の概要

P.3の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

受託会社

販売会社

ファンドに関する照会
先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

販売会社については巻末をご参照ください。

アムンディ・ジャパン株式会社
お客様サポートライン ： 050-4561-2500
受付は委託会社の営業日の午前9時から午後5時まで
ホームページアドレス ： https://www.amundi.co.jp/

その他の費用・
手数料

委託会社

◆ファンドの費用の合計額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することはできません。
◆ファンドの費用については、有価証券届出書作成日現在の情報であり、今後変更される場合があります。

信託報酬の総額は、信託財産の純資産総額に対し年率1.87％（税抜1.700％）を乗じて得た金額とし、ファンドの計算期間を通
じて毎日、費用計上されます。
毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支払います。委託会社の報酬
には、アムンディ・ホンコン・リミテッドへの投資顧問報酬（信託財産の純資産総額に年率0.800％以内を乗じて得た金額）が含
まれています。

その他の費用・手数料として下記の費用等が投資者の負担となり、ファンドから支払われます。
・有価証券売買時の売買委託手数料および組入資産の保管費用などの諸費用
・信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書・運用報告書等の印刷費用、有価証券届出書関連費用等を含み
ます。）
・信託財産に関する租税　等
※その他の費用・手数料の合計額は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することはできま
せん。

アムンディ・ジャパン株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）　第350号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会、
加入協会：一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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購入単位

購入価額

購入代金

換金単位

換金価額

換金代金

購入・換金申込
受付不可日

信託期間

決算日

収益分配

課税関係

購入時手数料

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.2％を乗じて得た金額とします。

運用管理費用
（信託報酬）

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、販売会社が独自に定める料率を乗じて得た金額とします。有価証券届出書作成
日現在の料率上限は3.3％（税抜3.00％）です。詳しくは販売会社にお問合せください。

申込締切時間

換金制限

購入・換金申込受付
の中止および取消し

分配金受取りコースおよび分配金再投資コースがあります。
（コース名称は販売会社により異なる場合があります。）
各コースの購入単位は、販売会社が定める単位とします。
詳しくは販売会社にお問合せください。

購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

販売会社が定める期日までにお支払いください。

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額とします。

換金申込受付日より起算して、原則として5営業日目以降にお支払いします。

香港、上海、深センの各証券取引所のうち、いずれかの証券取引所が休場日の場合には、換金申込を受付けません。

詳しくは販売会社にお問合せください。

換金の申込総額が多額な場合、信託財産の効率的な運用が妨げられると委託会社が合理的に判断する場合、諸事情により
金融商品市場等が閉鎖された場合等一定の場合に換金の制限がかかる場合があります。

委託会社は、金融商品市場における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金
の申込受付を中止すること、および既に受付けた購入・換金の申込受付を取消すことができます。

無期限とします。（設定日：2003年10月31日）

年1回決算、原則11月20日です。休業日の場合は翌営業日とします。

年1回。毎決算時に収益分配方針に基づいて分配を行います。

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。ファンドは、
NISAの対象ではありません。
配当控除および益金不算入制度は適用されません。

追加型投信／海外／株式

販売用資料
月次レポート

アムンディ・中国株ファンド
【愛称・悟空】
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追加型投信／海外／株式

販売用資料
月次レポート

アムンディ・中国株ファンド
【愛称・悟空】

日本証券業協会
一般社団法人
投資信託協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第14号 ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第44号 ○

株式会社鳥取銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第3号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第5号 ○ ○

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第22号 ○ ○

株式会社山形銀行※1 登録金融機関 東北財務局長(登金)第12号 ○

SMBC日興証券株式会社
※2 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

岡三証券株式会社※3 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

広田証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第33号 ○

※1 インターネットのみのお取り扱いとなります。

※2 2024年4月30日より通常の販売を停止しております。

※3 2025年6月17日より通常の販売を停止しております。

(以下の販売会社は換金のみの取扱いとなります）

日本証券業協会
一般社団法人

投資信託協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社東日本銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第52号 ○

金融商品取引業者等 登録番号

加入協会

金融商品取引業者等 登録番号

加入協会


